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平成 21 年 7月 29 日 

 

各  位 

 

不動産投資信託証券発行者名 

日本プライムリアルティ投資法人 

代表者名 執行役員 金 子 博 人 

（コ－ド番号８９５５） 

資産運用会社名 

 株式会社東京リアルティ・インベストメント・マネジメント 

代表者名 代表取締役社長 萩原 稔弘 

問合せ先 取締役財務部長 小澤 克人 

TEL. 03-3516-1591 

 
 

規約の一部変更及び役員の選任等に関するお知らせ 
 
 
 本投資法人は、本日開催の役員会におきまして、規約の一部変更及び役員の選任等に関し、下記

の通り決議いたしましたのでお知らせいたします。 

なお、下記事項は、平成 21 年 9月 8日に開催される本投資法人の投資主総会での承認可決をもっ

て有効となります。 

 

記 

 

1. 規約の一部変更の要領及び理由 

① 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成18年法律第65号）及び「証券取引法等の

一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（平成18年法律第66

号）が施行され、「投資信託及び投資法人に関する法律」（昭和26年法律第198号。その

後の改正を含みます。）その他投資法人に関わる法令が整備・改正されたこと等に伴い、

現行規約と関係法令との字句等の統一を図るため、現行規約の全般に亘って所要の変更

を行うものであります（現行規約第27条第１項第３号、第４号及び第６号、第34条第１

項、第９章、第36条、第37条、別紙１ ２．(1)及び(3)、並びに別紙１ ３．(8)）。 

② 「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を

改正する法律」（平成16年法律第88号）の施行による投資証券等の電子化への対応とし

て所要の変更を行うものであります（現行規約第７条、第８条及び変更案別紙１ ２．(6)）。 

③ 「租税特別措置法」（昭和32年法律第26号。その後の改正を含みます。）の改正により、

投資法人に係る課税の特例を受けるための要件が変更されたこと及び投資法人の合併時

の税務上の特例を受けるための要件の新設等があったことに伴い、適格機関投資家の定

義の修正及び配当可能所得の用語の修正、同法の今後の改正等により、投資法人に係る

課税の特例を受けるための租税特別措置法上の分配に関する要件について変更等があっ

た場合に、これに対応することを可能とするための規定の新設その他必要な字句の修正

等の所要の変更を行うものであります（現行規約第28条第２号及び第４号、第34条並び

に変更案別紙１ ３．(7)）。 

④ 書面による議決権の行使及び電磁的方法による議決権の行使に関する手続を明確化する

ために規定を新設するものであります（変更案第15条及び第16条）。 

⑤ 資産評価の方法及び基準の内容を明確化するために字句の修正等の所要の変更を行うも

のであります（現行規約第27条第１項及び第２項）。 
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⑥ 資産運用の基本方針に基づき、今後投資の必要が生じる可能性のある資産に対する投資

を可能とするため、資産運用の対象とする資産の種類に関してあらかじめ追加を行うも

のであります（現行規約別紙１ ２．(4)）。 

⑦ 経過措置に定める効力発生日が到来したことに伴い、不要となった経過措置規定を廃止

するものであります（現行規約附則）。 

⑧ その他、条文の新設、削除に伴う条数の変更、条文の趣旨又は手続を明確化するための

字句の修正、変更等の所要の変更を行うとともに、条文の整備等を行うものであります。 

 

（本件の詳細については、別紙「第 7回投資主総会招集ご通知」をご参照ください。） 

 

 

2. 役員の選任 

執行役員及び監督役員全員は、平成 21 年 9 月 14 日をもって任期満了となりますため、平成

21 年 9 月 8 日に開催される投資主総会に執行役員 1 名及び監督役員 2 名の選任についての議

案を提出するものです。 

また、執行役員及び監督役員が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠執行役

員 1名及び補欠監督役員 1名の選任について議案を提出いたします。 

 

(1) 執行役員及び監督役員候補者 

執行役員  金 子 博 人（重任） 

監督役員  安 田 莊 助（重任） 

監督役員  出 縄 正 人（重任） 

 

(2) 補欠執行役員候補者 

補欠執行役員  萩 原 稔 弘（重任） 

※ 候補者は、本投資法人が資産運用委託契約を締結している株式会社東京リアル 

ティ・インベストメント・マネジメントの代表取締役社長であります。 

 

(3) 補欠監督役員候補者 

補欠監督役員  杉 山 昌 明（新任） 

※ 候補者は、公認会計士杉山昌明事務所代表及び杉山昌明税理士事務所代表を兼務 

   しております。 

候補者と本投資法人の間には、特別の利害関係はありません。 

 

（本件の詳細については、別紙「第 7回投資主総会招集ご通知」をご参照ください。） 

 

3. 投資主総会の日程 

平成 21 年 7 月 29 日 投資主総会提出議案の役員会承認 

平成 21 年 8 月 18 日 投資主総会招集ご通知の発送（予定） 

平成 21 年 9 月 8 日 投資主総会（上記の規約一部変更及び役員選任等を付議）（予定） 

 
以 上 

 

【別紙】第 7回投資主総会招集ご通知 

 

※本資料は、兜クラブ、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会に配布しております。 






















































